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1.はじめに
わが国の消費税や欧州連合 (EU)の付加価値税 (VAT)を含む「消費に対する一般間接税J(以
下「消費課税」という)Jの仕組みがインターネットを利用したサービス(電子的供給サービス)の
発展により大きな挑戦を受けている。付加価値税の仕組みは、国境と税関により形成される「国内」
という限定を必要とするものであった。国内取引に対象を限定することで、付加価値税の仕組みは
円滑に機能していたと言える 1)。こうした囲内の概念を前提としつつ、供給者を納税義務者とする
間接税としての課税の仕組みを採用するのが基本であった。物品が国境を越えて取引される場合に
は、税関が国境税の調整の役割を果たしていた。しかしながら、電子的供給サ」ピスを含むサービ
スや無形資産の国境を越える取引(クロスボーダー取引)の増大は、それが税関を通過しないもの
であることから、従来の国内という地理的な限定のある課税を困難とするものであった。
電子的供給サービスの増大という新たな事態への対応としては、サービス取引(ただし、わが国
の制度は電子的供給サーピスに限定した制度となっている)において仕向地主義(顧客の所在地国
に課税権を認める)を導入すること、および事業者間取引 (B2B取ヲ1)においてリパースチャージ
(顧客を納税義務者とするもの)を導入することであり、 2015年には、わが国もこうした制度を導入
したほか、 EUでも EU域内取引に仕向地主義を導入するに至っている。また、 2014年に公表され
たOECDのVAT/GSTガイドラインでも、国際的なサーピと無形資産の取引において仕向地主義
とリパースチャージを適用することが勧奨されている。
仕向地主義とリパースチャージを採用することは、顧客の所在地が課税の場所とされることと顧
客が納税義務者となることを意味し、顧客が所在する国の判定が重要な意味を持つことになる。
ところで、注目されるのは、 20日年度のわが国の税制改正をみると、顧客の所在地の判定および
供給者の所在地の判定において、所得課税における居住性の原則(すなわち、個人であればその住
所や居所、法人であればその本庖等が所在する国に全世界所得課税を認めもの) 2)が利用されてい
ることである。しかしながら、居住性の原則は、従来の消費課税の仕組みからするとやや異質なも
のであり、国内取引への課税という消費課税の仕組みにとって合理的なものといえるか疑問がある。
例えば、内国法人の国外支庖が顧客になった場合に国内取引として課税対象となる一方で、、外国法
人の日本支庖が顧客になっても国外取引として課税対象とならないという不都合な結果となるから
であるO
そこで、本稿では、こうした問題意識をもって、顧客の所在地の判定の方法に焦点を当て、消費
課税に居住性の原則を導入することの妥当性について検討を試みる。
論述の順序は次の通りである。
まず、わが国の2015年度改正の電子的供給サービスに関連した税制改正について概観するととも
に、居住性の原則の導入の事実を確認する。さらに、この点に関連した立法当局者の説明を参考と
して紹介する。
1 )物品が国境を超える取引の場合には、国境に設けられた税闘が圏内から出ていく物品には輸出免税を適用し、
圏内に入ってくる物品には輸入課税を課すことで、実質的に、圏内取引に対する課税の仕組みを維持すること
が可能であった。
2)法人税を例にとると、「国内に本庖又は主たる事務所を有する法人Jを内同法人と定義し(法人税法2条1項
3号)、すべての所得に課税することとしている(同法5条)。
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次に、比較のために、電子的供給サーピスの取扱いに関する EUの動向を概観し、特に顧客の所
在地の取扱いを確認する。
さらに、 OECDにおける国際的なサービスや無形資産のVATのガイドラインにおいて、関連す
る部分、特に、顧客の所在地の考え方などを確認する。
そのうえで、今回の税制改正に係る論点の分析と検討を試みたい。すなわち、顧客の所在地の判
定方法として居住性の概念を用いることの不合理性をパターン化した事例によって検証するととも
に、解決策として固定的施設の概念の導入を提案する。
2.電子的供給サーピスに対するわが国の対応
電子的供給サ}ピスに対する課税を巡る最近の動向と対応について、最初にわが岡、次いでEU、
そして、最後に OECDについて見ていくこととする 3)。
本章では、わが国の対応について概観する。
電子的供給サーピスを対象とする新たな課税制度がわが国の消費税法に導入されたのは2015年度
税制改正によってである。今回の改正により導入された制度は、既存の消費税の各種制度を比較す
るとユニークなものであることから、論点の分析に入る前に、まず、今回の新たな制度の仕組みを
見ていくこととする。
( 1 )電気通信利用役務の提供
改正法は、まず、電子的に供給されるサービスのことを「電気通信利用役務の提供」と称してそ
の範囲を定義し、その範聞に限定して、既存の制度とは大きく異なる課税の仕組みを導入してい
る4)。
「電気通信利用役務の提供」の定義を、括弧書きを除いたところで引用すると、次の通りである。
「資産の譲渡等のうち、電気通信回線を介して行われる著作物の提供その他の電気通信回線を
介して行われる役務の提供であって、他の資産の譲渡等の結果の通知その他の他の資産の譲渡等
に付随して行われる役務の提供以外のものをいう。」
税法改正の担当者による解説書が、その具体例を掲げている 5)。その一部を紹介すると、電子書
籍、電子新聞、音楽、映像、ソフトウェアなどの配信、インターネットを介して行う英会話教室、
電話を含む電気通信回線を利用して行うコンサルテーションなどである。
3)電子的供給ザーピスに対する各国の課税の状況については、拙訳iVATとクラウドー VATの納税義務の理
解J(i租税研究772号J(日本租税研究協会2014年2月号 323頁-330頁))を参考とされたい。これは、電子的
供給サーピスに対する各国の課税の状況を説明した海外の論文を翻訳したものである。
4) EUVATで一般的に用いられている「電子的に供給されるサーピス (electronicallysupplied services)の供
給(電子的供給サーピスの供給)Jについて、消費税法では「電気通信利用役務の提供」と称している(法2条
1項入号の三)。本稿では、「電気通信利用役務の提供」、「電子的供給サーピス」および「電子サーピス」の用
語を基本的には同ーの意味のものとして用いることとする。
5)関禎一郎ほか「平成27年度版改正税法のすべてJ(大蔵財務協会 2015)832頁。
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(2)仕向地主義
置気通信利用役務の提供については、原則としての原産地主義ではなく、仕向地主義を適用する
ものとされている。こうした仕向地主義の採用は、消費税の分野で知何なる意味を持つのであろう
か。
消費税法は、国内の消費(圏内取引)を課税対象としており、そのため、個々の取引が国内で行
われたか否かの判定が必要となる(法4条1項および3項)。
資産の提供(資産の貸付を含む。物品の供給が中心となる。)の場合には、その資産が取引時点に
おいて所悲していた場所が国内か否かで判定するものとされ、役務の提供(サーピスの供給)につ
いては、そのサービスが実際に供給された場所で判定するものとされている 6)。ただし、こうした
場所が明らかでない場合があり、その場合、従来の制度では、サーピスの供給を例として取りあげ
ると 7)、サービスの供給者の供給に係る事務所の所在地が圏内に所在するか否かにより、課税対象
となるか否かを判定することとされている(法4条3項l号、 2号、令8条2項6号)。このことを、
本稿では、原産地主義と称し、これに対して、顧客の所在地をもって圏内か否かを判定する方式を
仕向地主義と称することとする。
ここで、サービスの供給について若干の考察を行う O
サービスの供給者とサービスの顧客が同ーの場所に所在するかあるいは近接しているようなサー
ビスの場合、例えばコンサートやスポーツなどのイベントなどの場合には、サービスの供給の場所
は明白である。そうしたイベント会場の所在地により取引の場所が国内か否かを判定することにな
る8)。
ところが、インターネットを利用したサービスの供給のように、サービスの供給者と顧客の所在
地が還く離れていることが通常とされるサービスの場合には、サービスの供給の場所は明らかとは
言えない。ただし、両者が離れていても、両者が同一回内に所在する限り、圏内取引であることは
明白であることから、課税上の問題は生じない。しかしながら、両者の聞に国境が存在する場合、
すなわち、クロスボーダー取引に該当する場合には、いずれの国でサービス供給の場所が行われた
ものか決定する必要が生ずる。
遠隔地聞のサービスの代表例として、日本の消費者が海外の事業者から電子書籍などを、インター
ネットを介して購入するケ}スを挙げることができる。こうした場合には、供給者と顧客が国境を
6)本稿では、多くの場合に、「物品の供給」ゃ「サービスの供給Jという用語を用いるが、消費税法との比較で
は、「物品の供給」は「有形資産の譲渡」、「サービスは供給」は「無形資産の譲渡」と「役務の提供」に対応す
るO
7)本稿が取り上げるのは電子書籍などの電子的供給サービスであることから、原則として、資産の譲渡や貸付
についての言及は省略する。
8)多くの場合、イベントの所在地と供給者や顧客の居住地は近接している。しかしながら、サービスの供給者
の所在地(住所や居所、あるいは、本庖など)と当該イベントが行われた場所とが必ずしも同ーの圏内にある
わけではない。すなわち、取引の場所が所在する国とサ}ビス供給者が居住者とされる国は異なる可能性があ
る。また、顧客の居住地国もイベントの行われた国と異なる可能性がある。こうした場合、消費課税では、供
給者や顧客が居住者とされている国ではなく、イベントが実際に行われた場所で国内か否かを判定することと
している。
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図表1
物理的なサービス(コンサートなどが例)
X国
|サービスの供給者| ゆ |サービスの顧客
イベントの開催など
図表2
遠距離サーピス(インターネット取引などが例)
Y国 z国
サービスの供給者|遠隔地サ?ピ到サービスの顧客
越えて遠く離れており、サービス供給の物理的な場所を根拠としてサービスの供給の場所を特定す
ることができない。この場合には、供給者がサービス供給を行う場所か、または、顧客がサービス
を受け取る場所のいずれかをもって、サービス供給の場所とすることが考えられる。そして、サー
ビス供給に係る供給者の事務所をもってサービス供給の場所とするものが原産地主義、サービスを
受け取る顧客が所在する場所をもってサ」ピス供給の場所とするものが仕向地主義と称されてい
る。そして、従来は(法改正前は)、こうした場合について、令6条2項6号に基づき、原産地主義
を取ることとされていた 9)。
ところが、今回の改正において新たに定義された電子的供給サービス(電気通信利用役務の提供)
では、顧客の所在地をもってサービス供給の場所とされている(法4条3項3号)。したがって、電
気通信利用役務の提供は仕向地主義を採用したものと言える。
従来の原産地主義では、供給者のサービスの供給に係る事務所の所在地が圏内か否かで国内取引
か否かの判定が行われていた10)。なお、この場合の供給者たる事業者は、その居住性を問題とする
ことなく納税義務者とされていたと考えられる11)。事業者は「個人事業者および法人」と定義され
ていることが、このことを端的に示している(法2条1項4号)12)。
ところが、今回の改正法では、電気通信利用役務の提供に限り、顧客が所在する場所の判定に当
り、実際のサービスの提供の場所ではなく、顧客の居住性に基づいて、当該サービスが国内で供給
されたのか否かを判定することとしている。なお、顧客は、その属性により、事業者と消費者に区
9)原産地主義を採用することは、執行上のメリットがあったと考えられる。すなわち、納税者たる供給者にとっ
ては事務負担が小さく、税務当局にとっても執行が容易で、あったと考えられる。ただし、原産地主義には、顧
客の所在地固において、圏外の供給者と圏内の供給者の間での競争上の歪みを生じさせるという問題があった。
10)ただし、顧客が圏外に所在することを証明すれば、輸出免税を適用することが可能であった。
11)すなわち、圏内に当該供給者の本庖あるいは支庖が存在することは要件とはされていない。ただし、小規模
事業者の免税の特例(法9条)が存在することから、実際に納税義務が発生するのは、本庖または支庖が囲内
に存在する場合に限られていたのではないか、と推測される。
12)すなわち、居住者か非居住者か、あるいは、内国法人か外国法人かは間われていない。
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分される。ここで、法4条3項3号の規定を引用すると、次の通りである13)。
「電気通信利用役務の提供である場合 当該電子通信利用役務の提供を受ける者の住所若し
くは居所(現在まで引き続いて 1年以上居住する場所をいう。)又は本庖若しくは主体たる事務
所の所在地」
なお、消費税法は、後述の「事業者向け電気通信利用役務の提供」の定義との関連で「国外事業
者」の用語を新たに定義している(法2条1項四の二)。この定義を紹介すると、次の通りであり 14)、
所得税法や法人税法の定義が利用されている。
「国外事業者所得税法第2条第1項第5号に規定する非居住者である個人事業者及ぴ法人
税法第2条第4号に規定する外国法人をいう。」
参考として、ここで引用されている所得税法と法人税法の定義を掲げると、次の通りである。
「非居住者居住者以外の個人をいう。J(所得税法第2条第1項第5号)
「居住者 国内に住所を有し、又は現在まで引き続いて l年以上居所を有する個人をいう。J(所
得税法第2条第3号)
「外国法人 内国法人以外の法人をいう。J(法人税法第2条第4号)
「内国法人 圏内に本脂又は主たる事務所を有する法人をいう。J(法人税法第2条3号)
したがって、電気通信利用役務の提供が囲内取引として課税対象となるのは、供給者が非居住者
または外国法人で、あって、かっ、顧客が居住者または内国法人の場合ということになる。すなわち、
所得税や法人税といった所得課税における居住性の原則が利用されている15)。
以上から、電気通信利用役務の提供については、サーピスの供給が実際に国内で行われたか否か
ではなく、供給者および顧客の居住性という人的属性に基づいて取引の内外判定を行うこととされ
たことが明らかとなる。すなわち、外国法人(または非居住者)がサービスの供給者であってかっ
内団法人(または居住者)が顧客の場合に、仕向地主義が適用とされ、国内取引として課税対象と
なる(この場合、実際に取引が圏内で行われたか否かは問われない)。したがって、顧客が内国法人
の場合には、外国支庖が外国法人からサービスを受けても圏内取引となる。他方、顧客が外国法人
13)なお、役務の提供にかかる圏内の判定基準を規定した4条3項二号から、電気通信利用役務の提供が除外さ
れている。すなわち、電気通信利用役務の提供以外の役務の提供については、従来通り、原産地主義が適用さ
れることになる。
14)なお、括弧書きを除いている。
15)前掲注5)の「平成27年度版改正税法のすべてJ(834貰)では、居住性の原則を用いたことについて、次の
ような説明がなされている。
「国外事業者とは、所得税法に規定する「非居住者J(所法2①五)である個人事業者及び法人税法に規定
する「外国法人J(法法2四)をいいますが、所得税法及び法人税法で既に確立している定義を引用すること
で、事業者及び執行当局における判断を容易にしています。」
確かに、複数の施設を有している場合にサービスの利用の場所を特定することは必ずしも容易ではない。こ
うした場合に、居住性の原則を用いることには簡便さというメリットがあると考えられる。但し、実際の使用
の場所と語離する可能性があり、課税上の混乱の発生が予想される。
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の場合には、囲内支屈が顧客としてサ}ピスを受け取っても圏外取引となる。さらに、この延長で
考えると、外国法人の日本支庖がサービスの供給者で内国法人の海外支庖が顧客の場合にも、その
取引は圏内取引となる。
改正法における電気通信利用役務の提供のイメージは図表3の通りであり、供給者と顧客の居住
地図が圏内か否かが決定要因となることから、結果として、供給者と顧客による実際のサ}ピスの
供給が圏内で行われた否かは無関係である。
供給者
「一一一
外国法人
非居住者
図表3
電子サーピF
顧客
内国法人
居住者
(3 )事業者向けサービスとリパースチャージ
(3) -1 概要
今回の税制改正におけるもう一つの重要な点は、電気通信利用役務の提供のうち、顧客が課税事
業者の場合に、納税義務者を供給者ではなく顧客としたことである。そのうえで、さらに、わが国
がインボイス方式を採用していないことを考慮し、電気通信利用役務の提供から事業者向け電気通
信利用役務を取り出して定義し、この定義に合致したものに限り顧客を納税義務者としたことであ
る。なお、顧客を納税義務者とすることは、通常の課税方式とは反対という意味で「リパ}スチャー
ジ」と称される。
ここで「事業者向け電気通信利用役務の提供」の定義を見ると、次の通りである(法2条l項人
号の四)。
「圏外事業者が行う電気通信利用役務の提供のうち、当該電気通信利用役務の提供に係る役
務の提供の性質又は当該役務の提供に係る取引条件等から当該役務の提供を受ける者が通常事
業者に限られるものをいう。」
立法担当者の説明書には、事業者向け電気通信利用役務の提供に該当する取引の例が掲げられて
いる16}。そのうちのいくつかを紹介すると、次の通りである。「役務の性質」から通常事業者向けに
限られるものとして、ネット広告の配信、ソフトウェアやゲームアプリをインターネット上で販売
するための場所 (WEBサイト)を利用させるサーピスなどが、「取引条件等」から通常事業者向け
とされるものとして、クラウドサービスのうち、個別契約に基づいて提供されるサーピスが掲げら
れている。
この定義からすると、顧客治宝消費者であるケースはほとんどないと思われるが、可能性として消
費者が顧客となることが起りうる。この場合には、一種の「成りすまし」の問題が発生することに
なる17)。
16)前掲注目 835頁-836頁。
17)結果的に、課税を免れる場合が発生する。
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なお、法令上明記されていないが、「電気通信利用役務の提供」から「事業者向け電気通信利用役
務の提供jを除いたものが「消費者向け電気通信利用役務の提供」となると解される口
(3 )ー 2 課税対象に関する規定の改正
以上の改正に関連して、課税対象に関係した規定の改正が行われている。
「課税対象」の改正後の規定は、下記の通りである(法4条1項)。
「囲内において事業者が行った資産の譲渡等(特定資産の譲渡等に該当するものを除く。第3
項において同じ。)及び特定仕入れ(事業として他の者から受けた特定資産の譲渡等をいう。以
下、との章において同じ。)には、この法律により、消費税を課する。」
ここで、「特定資産の譲渡等Jについては、法2条1項八号の二で下記のように定義されている。
「事業者向け電気通信利用役務の提供および特定役務の提供をいう。」
これにより、供給者による売上の一部(特定資産の譲渡等)が課税対象から除外され、かつ、顧
客の購入の一部(特定資産の譲渡等の受け取り)が課税対象に追加される。
なお、この定義規定のなかの「特定役務の提供Jとは、外国の事業者が短期間わが国に滞在し高
額の収益を上げるような活動のうち事業者を対象として行うもののことであり、今回の改正では、
こうした取引に対する新たな課税を行うをことを目的として、次のように定義されている(法2条
1項八号の五)。
「資産の譲渡等のうち、国外事業者が行う演劇その他の政令で定める役務の提供(電気通信利
用役務の提供に該当するものを除く。)という。J
これを受けた政令の2条の2 (特定役務の提供の範囲)は、次の通り規定している。
「法2条第1項第八号の五に規定する政令で定める役務の提供は、映画若しくは演劇の俳優、
音楽家その他の芸能人又は職業運動家の役務の提供を主たる内容とする事業として行う役務の
提供のうち、圏外事業者が他の事業者に対して行う役務(当該国外事業者が不特定かつ多数の
者に対して行う役務の提供を除く。)とする。J
この「特定役務の提供」に対する新たな課税制度の導入も今回の税制改正の重要事項の一つであ
るが、本稿とは直接の関係がないので、これ以上の言及はしない。
(3) -3 納税義務者に関する規定の改正
今回の改正との関連で、納税義務者についても改正が行われている。すなわち、リパースチャー
ジが適用となる場合、供給者ではなく、顧客が納税義務者となることが次のとおり明らかにされて
いる O
「事業者は、国内において行った課税資産の譲渡等(特定資産の譲渡等に該当するものを除く。
第30条第2項(仕入れに係る消費税額の控除)及び第32条(仕入れに係る対価の返還等を受けた
場合の仕入れに係る消費税額の控除の特例)を除き、以下同じ。)及び特定課税仕入れ(課杭仕入
れのうち特定仕入れに該当するものをいう。以下同じ。)につき、この法律により、消費税を納め
会計論叢第11号
? ?っ
る義務がある。J(法5条1項)
この規定は、改正後の消費税法が一部にリパースチャージ方式を導入したことを示したものであ
る。即ち、電気通信利用役務の提供については、供給者ではなく顧客が納税義務者となる。
(4)消費者向けサーピス
(4) -1 概要
消費者向けの電気通信利用役務の提供の場合には、事業者向けの場合と同様に仕向地主義が適用
されるものの、事業者向けの場合と異なりリパースチャージは適用きれない。したがって、本来の
課税原則が適用され、圏外事業者が納税義務者となる。この場合、国外事業者は、登録などの納税
のために必要な手続きを取ることが求められる。
(4) -2 消寮者向け電気通信利用役務の提供における居所の意義
消費者向け電気通信利用役務の提供については、前述のとおり、顧客の住所または居所が内外判
定に用いられる。この点についての立法担当者の説明は次の通りである18)。
「消費税法第4条第3項第3号に定める「居所」については、「現在まで引き続いて1年以上居
住する場所」と定義されていますが、これは、所得税法に規定する「居住者J(所法2①三)の概
念と整合性を持たせるとともに、旅行者やビジネスマン等が短期間滞在する場所をもって内外判
定を行うといった煩雑さを避けることを目的としています。
実務においては、電気通信利用役務の提供を行う事業者が、通常、把握することが可能な客観
的な基準(顧客が申し出た住所地と決済で利用するクレジットカードの発行国等を照合するなど、
住所等を判断することにつき合理性が認められる方法)に基づき判断すれば足りると考えられま
す。」
上記の取扱いは、簡便さが理由とされているが、所得課税における居住性の原則をベースとした
ものである。
(4) -3 顧客が事業者の場合
消費者向け電気通信利用役務の提供の顧客は通常は消膏者であることが想定されものの、事業者
がこのサービスの顧客となることもありうる。この場合、事業者に税額控除が認められるか否かが
問題となるが、この点については、改正法の附則39で一定の手当て(登録外国事業者制度が適用さ
れる場合に限り税額控除を認めるというもの)が行われている。従って、一定の条件が充足されな
い場合には、税額控除は認められない。
(5 )課税標準の改正
特定課税仕入れが課税対象となったことから、これを対象とした課税標準に関する規定が下記の
18)前掲注5)833頁。
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通り新たに設けられている。
「特定課税仕入れに係る消費税の課税標準は、特定課税仕入れに係る支払い対価の額(対価とし
て支払い、又は支払うべき一切の金銭又は金銭以外の物若しくは権利その他経済的な利益の額を
いう。)とする。J(法28条2項)
なお、この第2項の規定は第1項の「課税資産の譲渡等」と区分して規定されているのであるが、
両者の聞の違いは、 1項では、消費税および地方消費税を除外するのに対して、 2項では、こうし
た除外を行わないことである19)。
(6 )仕入税額控除の改正
仕入税額控除を規定している法30条も改正され、第1項では、課税仕入れに係る税額控除とは別
に、特定課税仕入れについても、特定課税仕入れに係る消費税額(特定課税仕入れに係る支払い対
価の額に百分の6.3を乗じて算出した金額)を税額控除できる旨を規定している。
(7)内国法人の海外支庖の取扱い
上記のとおり、取引が行われた場所の判定(すなわち、顧客の場所の判定を規定した法4条3項
二号)において、居住性の原則が用いられている20)。
消費課税である消費税に所得課税である所得税や法人税で用いられている居住性の概念を持ち込
んだ場合には、当然のこととして、内国法人の海外支店あるいは外国法人の圏内支庖の扱いが疑問
となる。即ち、所得税法及ぴ法人税法で定義された居住者および内国法人の外国支庖が圏外で電子
的供給サ}ピスを受け取った場合の取扱いが疑問となる。さらに、所得税法および法人税法で定義
された非居住者または外国法人(その囲内支庖)が国内で電子的供給サービス受け取った場合の取
扱いが疑問となる。こうした疑問に答えるために、立法担当者は要旨次の説明を行っている21)。
法人税法で定義された内国法人の海外支庖が事業者向け電気通信利用役務の提供を受けた場
合には課税対象となる。他方、法人税法で定義された外国法人の圏内支庖が事業者向け電気通
信利用役務の提供を受けた場合には課税対象とならない。そして、仕入税額控除において個別
対応方式を適用すれば税額控除が可能となるので事業者に実質的な税負担は発生しない。
19)リパースチャージの対象となる課税仕入れの対価の額には消費税と地方消費税が含まれていないことがその
理由である。
20)なお、ここで注意を要するのは、「居住者」の定義であり、消費税法における「居住者Jは、所得課税におけ
る「厨住者」とは異なる意味で用いられていることである(令1条2項の一号および二号)。すなわち、外国為
替及び外国貿易法が規定する「居住者」と「非居住者」の定義が用いられている。
さらに、消費税法碁本通達7-2 -15において「法第8条第1項及び令第1条第2項第2号に規定する「非
居住者Jには、本邦内に住所や居所を有しない自然人および本邦内に主たる事務所を有しない法人がこれに該
当し、非居住者の本邦内の支庖、出張所その他の事務所は、法律上の代理権限があるかどうかにかかわらず、
その主たる事務所が外国にある場合においても居住者とみなされるのであるから留意する。」と規定している。
したがって、混乱の発生を避けるために、所得税法上の居住者あるいは内国法人という用語をあえて用いな
かったものと考えられる。
21)前掲注目 849貰-850貰。
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さらに、ここで出てくる税額控除の取扱いについて、次のように説明している。
「海外支庖が登録圏外事業者から受けた消費者向け電気通信利用役務の提供については、当該
圏内事業者の本庖及び圏内支庖が圏外事業者から受けた消費者向け電気通信利用役務の提供と同
様に、仕入税額控除の適用が認められます(改正法附則38①但し書)。この場合において、海外支
庖が受けた消費者向け電気通信利用役務の提供につき発生した消費税に係る仕入税額控除制度の
適用については、海外支庖が行う資産の譲渡等(圏内で行った場合には、消費税法第6条第1項
の規定により消費税を課さないこととされているものを含みます。)にのみ要するものが、消費税
法第30条第2項第1号に規定する「課税資産の譲渡等にのみに要するものJになります(注2)。
すなわち、当該圏内事業者が消費税法第30条第2項第1号(個別対応方式)の規定の適用を受け
る場合には、海外支庖が行う資産の譲渡等のためにのみ要する仕入税額は、その全額が控除対象
となります。」
なお、上記引用文中に出てくる(注2)の内容を引用すると、次の通りである。
「消費税法第2条第1項第9号に規定する「課税資産の譲渡等Jとは、「資産の譲渡等のうち、
第6条第1項の規定により消費税を課さないこととされるもの以外のものをいう。」とされてお
り、また、消費税法第6条第1項においては、「圏内において行われる資産の譲渡等のうち、別表
第一に掲げるものについては、消費税を課さない。」と規定されています。結果として、消費税法
第30条第z項第1号に規定する「課税資産の譲渡等にのみ要するもの」には、国内以外の地域で
行われる資産の譲渡等の全てが含まれることになります。」
さらに、海外支唐において特定課税仕入れが行われた場合(事業者向け電気通信利用役務の提供
を受けた場合)について、「圏内事業者の海外支庖が行った特定課税仕入れについては、当該圏内事
業者の本庖及び圏内の支庖が行った特定課税仕入れをともに当該圏内事業者にリパースチャージに
よる納税義務が発生します。」としたうえで、この場合にも消費税法第30条第2項の規定の適用があ
る、との説明がなされている。
なお、立法担当者による説明における上記の(注2)に続く(注3)で、国外事業者の日本支庖
の取扱いについても説明がなされており、次の通りである。
「国外事業者の日本文庖が行う特定仕入れおよび圏外事業者の日本文庖に対する消費者向け電
気通信利用役務の提供は、いずれも圏外取引となりますので、当該特定仕入れおよび消費者向け
電気通信利用役務の提供については消費税が課されません。」
(8)小括
以上、電子的供給サービスの供給に関連したわが国の税制改正を概観した。
電子的供給サービスについては、例外としての仕向地主義を採用するとともに、それが、消費者
向けのサービスであれば通常の課税方式で課税し、事業者向けのサーピスであればリパースチャー
ジ方式で課税するものとしている。
今回の改正では、特に以下の点が注目される。
第一に、顧客の区分の問題である。インボイス制度を欠いているわが国では顧客を事業者と消費
者に区分するのが困難という問題があり、改正法は、電子的供給サーピスをその特徴等により事業
者向けと消費者向けに区分することで対応しようとしている。しかしながら、こうした区分方式は、
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事業者向けとされるサーピスの顧客が消費者となったり、消費者向けとされるサーピスの顧客が事
業者であったりする可能性を否定できず、実務面で困難な問題を発生させる可能性がある22)。
第二に、供給者の定義および顧客の場所の特定において居住性の原則を採用したことである。供
給者が非居住者または外国法人であって、顧客が居住者または内国法人の場合に限定して、新たな
制度が適用されることになる。このような、供給者および顧客をそれぞれ居住性の原理で区分する
ことは、消費課税が取引の場所を基本として圏内と国外を区分するという仕組みであることを勘案
すると、矛盾を生じさせることにならないかが疑問となる。
以上のうち、本稿では、第二の居住性の原則の採用の問題に焦点をあて、検討することとしたい23)。
なお、検討に先立って、参考として、欧州連合 (EU)およびOECDにおける電子的供給サーピス
への課税のための対応を見ておくこととする。
3.電子的供給サーピスに対する EUの対応
(1)電子的供給サ}ピスに対する課税の経韓
ここでは、欧州連合の付加価値税 (EUVAT)における電子的供給サーピスに対する課税の経緯
を確認しておきたい判。
EUでは、 1993年にいわゆる EU域内の租税岡境 (fiscalfrontier)が撤廃されたことから、サーピ
スの供給の問題に先立つて、物品の供給の課税問題の解決が緊急の課題となった。従来は、国境を
物品が通過する場合、税関が国境税調整の役割を果たしていたのであるが、租税国境の廃止に伴い、
こうした機能が消滅したことが原因である。
したがって、まず、国境を越えた物品の供給の取扱いが問題とされ、国境での税関による税の調
整を前提としない解決策が模索されることとなった25)。様々な議論の末に1993年に導入されたの
は、原産地主催と仕向地主義の混合方式である。すなわち、物品がEU域内の国境を越えて移動す
る場合に、顧客が課税事業者の場合 (B2B)と消費者の場合 (B2C)で取扱いを区別し、前者には仕
向地主義を適用し、後者には原産地主義を適用することとされたのであるお)。なお、 B2Bの場合に
22)わが国の帳簿方式は、従来は純然たる圏内問題であったが、今後は、国際的な場面において二重課税やニ重
非課税の問題を生じさせる可能性がある。
23)第一の論点については、制度的な手当がなされており、実務的な問題でもあり、本件では特に論じないこと
とする。
24) EU VATの動向の説明は、拙稿rEUにおける VATの動向についてーグリーンペーパーが提起する課題と
わが国への含意J(r租税研究 749号」日本租税研究協会 2012年3月号278頁-320頁、拙稿rEUVATにおける
原産地課税から仕向地課税への転嫁についてー 欧州委員会が公表したコミュニケの紹介を中心としてJ(r租
税研究759号J)日本租税研究協会2013年1月号174頁-205頁などをペースとして記述したものである。
25)国境を越えたサーピスの課税問題については、潜在的には存在していたのであるが、貿易に占めるウェート
から考えて、物品の課税問題が極めて重要で、あった。
26)なお、インボイス制度が導入されていることから、顧客を課税事業者と消費者とに区分することはそれほど
困難ではなかったと思われる。また、事業者にとって、対消費者取引で原産地主義が採用擦れる場合には、そ
れほど大きな負担は生じないと考えられる。
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は、供給者ではなく、顧客を納税義務者とすることとされた(供給者は EU域内供給免税、取得者は
EU域内取得課税)。これは、実質的には、リパースチャージの考え方を採用したものである。他方
で、 B2Cの場合には、供給者を納税義務者とする通常の課税方式が維持されている。原則として原
産地主義が適用され、供給者の所在地図が課税の場所とされた。ただし、例外として、取引量が大
きい場合には、顧客の所在地図を課税の場所とすることも認められていた。なお、従来は顧客の属
性(すなわち、事業者か消費者かという顧客の属性)を問題とする必要がなかったのであるが、 1993
年にスタートした新たな方式では、顧客の属性が重要な意味を持つこととなった。
これに対して、サ}ピスがEU域内国境を越えて提供される場合の取扱いについては、従来通り、
供給者の所在地をもって供給の場所とされている。すなわち、サービスの供給については、 1993年
の租税国境の廃止の前から税関による監視の対象外であり、 1993年の租税国境の廃止と直接の関係
はない。サーピスの供給について租税国境が存在しないという状況は VATが導入された時点、から
存在していたものであるが、サーピス取引の貿易全体に占めるウェートが小さいこともあり、無視
されていたのである27)。しかしながら、 1990年代後半からのインターネットの発展とそれに伴う電
子商取引の拡大が、こうした無視を許さなくなったお)。
対応策として、まず、 EU域外の第三国との聞の電子的供給サービスについて、特例が設けられる
ことになった。すなわち、従来は、電子的供給サーピスを含め、サーピスの供給については原則と
して原産地主義が採用されていたのであるが、電子商取引の発展に伴い、 EU域内事業者と EU域
外事業者で競争上の歪みが発生することが明らかとなった。そこで、 OECDにおける電子商取引に
関する勧告もあり、 2003年に、第三国からの消費者向け電子的供給サーピスに限定し、「実質的使用
および事受 (effectiveuse and enjoyment) Jの原則が導入されている。すなわち、実質的に、消費者
の所在地を課税の場所とする仕向地原則が導入されることになった29)。ただし、 EU域内の取引で
は、原産地原則が維持されていた。
ところが、 2015年からは、 EU域内取引についても仕向地主義を採用することとされている。な
お、電子的供給サーピスの供給を含む一部の取引について、 EU域内取引を行う事業者の負担軽減
を目的として、試行的にワンストップショップサービス (OSS)が導入されている。これは、事業者
が他の加盟国に所在する顧客(消費者)にサーピスを提供する場合の納税について、供給者の所在
地固において納税手続きで済ませることが出来るというものである30)。
(2 )顧客の所在地の特定
VAT指令の第3章(サービスの供給の場所)の第44条(通則)が顧客の所在地について規定して
27)サーピスの国境を超えた取引であっても、それが事業者聞の取引であれば、 VATの仕組みにより税の取戻し
効果が発生することから、実際上はそれほど大きな問題ではなかったと考えられる。
28)インターネットによる電子商取引には、国境を超える取引が対消費者向けとして大規模に行われるところに
特徴がある。そして、対消費者取引では、税の取戻し効果が発生せず、サーピスの供給者間(圏外の供給者と
園内の供給者の聞)の競争を歪めるものであった。
29)典型的には、米国のアマゾン社による電子書籍等を欧州の消費者が購入した場合、従来は課税対象外であっ
たのが、欧州で納税義務が発生することとなった。
30)ただし、あくまでも仕向地原則での課税(消費者の所在地図の課税)が行われ、事務負担の軽減策として納
税手続を自圏内で済ませることが出来るというだけである。
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いる。この規定を紹介すると、次の通りである31)。
「納税義務者として活動する者へのサービスの供給の場所は、その者が事業を設立した場所
(the place that person has established his business)とする。ただし、当該サービスがその者が
事業を設立した場所以外に場所に所在する当該納税義務者の固定的施設 (fixedestablishment) 
に提供される場合には、当該サービスの供給の場所は当該固定的施設が所在する場所とする。
事業設立の場所も固定的施設の場所もない場合には、サービス供給の場所は、当該サービスを
受け取る当該納税義務者が住所(permanentaddress)を有するか通常居住する (usua11yreside) 
場所とする。」
この規定に現れる「回定的施設」については、執行規則 (ImplementingRegulation 28212011)第
1条1項が次の通り規定している。
「第44条の適用において、「固定的施設」とは、規則第10条で言及した事業の設立の場所以外
で設けられ、供給されたサービスを受け取りかつ自己のために使用することが可能となるよう
な、人的・技術的な資源の点で十分な程度の恒久性と適切な設備を持った施設(establishment) 
のことである。」
なお、同3項において、 rVAT番号を有しているというだけでは、納税義務者が固定的施設を有
してとするに十分とは言えない」と規定している。
ところで、 EU域内の電子的供給サービスに仕向地主義を適用することになったことから、消費
者たる顧客の所在国の判定が重要な問題となる。そこで、加盟国間での取扱いに整合性を持たせる
ために、 EU加盟国すべてに共通のルールが設けられることとなった。
その概要は次の通りである32)。
まず、顧客が事業者の場合 (B2B)の取扱いである。
2003年7月1日以降、 EUの顧客に対する電子的供給サービスのB2B供給は、顧客が設立された
( established)場所または当該サービスが供給された固定的施設 (afixed establishment)の場所で
行わられたものと見なすものとされる。また、こうしたサービスはリパースチャージの対象とされ
る。ただし、供給者が顧客の所在地国に固定的施設を有する場合には、リパースチャージは適用さ
れない。
次に、顧客が消費者の場合 (B2C)の取扱いである。
2015年より、 B2Cサ}ピスは、顧客が設立されるか又は居住している場所で行われたものと見な
すものとされる。なお、 EUでは、個人だけではなく法人も最終消費者として扱われることがある
ので、ここでは、個人 (privateindividuals)が顧客となった場合の取扱いに限って説明する。
個人に対する電子的供給サ}ピスについては、顧客の恒久的住所 (permanentaddress)または通
常の居所 (usuallyresidence)において供給があったとみなすこととされている.ただし、供給者の
31)なお、本稿の VAT指令の訳は、筆者の仮訳である。
32)ここでの記述は、次の論文を参考とした。
Marijn Veltrop " Identification of Customers of E-Service under EU V A T" International匹4TMonitor 
September/October 2014 pp. 264-270 
会計論叢第11号 -28 -
立場からは顧客の所在地を判定することが容易ではない。すなわち、供給者は、税務当局と異なり、
顧客の住民票などにアクセスする権利を有していないからであるO そのため、消費者の所在地をど
のように確認するかが問題となるが、この点については、多数の共通ルールが作成されている。今
後、加盟各国での経験の蓄積のなかで現実的な解決が図られていくと思われる。
(3)小括
EUでは、国境を越えた取引における課税の場所の決定において、供給者または顧客の所在地と
して、設立の場所または固定的施設の場所が用いられている33)。そのうえで、 B2B取引では仕向地
主義が採用され、かっ、リパースチャージが適用されている。 B2C取引についても原則として仕向
地主義が採用され、消費者たる顧客の場所は、住所または居所とされている。なお、この場合、供
給者の便宜が考慮されている。
4. 電子的供給サービスに対する OECDの対応
(1)ガイドラインの公表
OECDにおいても、国際的な電子的供給サービス供給に係る VATの取扱いについて、 1990年代
後半から検討が行われてきている。こうした検討を受け、勧告が行われている。 1998年のオタワ会
合が有名であり 34)、消費地図での課税の必要性が論じられ、 2003年に勧告がなされているお)。ここ
で、消費者の所在地図が課税権を有することが明確にされている。 EUでは、この勧告を受けて、第
三固との間の取引において実質使用および享受の原則が導入されている。
その後、インターネット取引の急速な発展もあり、国際ルールの明確化や具体化が求められたこ
とから、2006年ころから VATのガイドライン作成に向けて作業が開始され、2014年4月には、「サー
ビスおよび無形資産のクロスボーダー取引に関する VAT/GSTガイドラインJ(B2Cのルールを除
く)が完成(正式名称は「国際的VAT/GSTガイドラインJ)している36)。
その概略であるが、基本ルールとして仕向地原則の採用し、顧客の所在地図に課税権に認めるこ
ととしている。なお、取引の場所が明白であるようなケースについていくつかの特定ルールが設け
られている。例えば、物理的サーピス、不動産関連サ}ピスがその例である37)。
33)なお、「設立の場所Jとは、わが国の制度との対応では、本1占や主たる事務所の所在地がこれに該当すると考
えられる。ここでは、設立の場所とは別に、固定的施設の場所があげられている点が注目される。
34) 1998年のオタワ会合(Ottawa Conference on electric commerce)において OttawaTaxation Framework 
Conditionsが採択されている。
35) 2001年にガイドラン (Guidelineson Consumption Taxation of Cross-Border Services and Intangibles in the 
Co∞nt旬ex抗toぱfE-剛欄閑剛欄氾剛
る。なお、(注1)と(住2)は、 2014年のずイドラインの序文からの引用である。
36)なお、租税国境が無くなったEU域内の加盟国聞の課税問題と異なり、通常の国家聞の取引の問題であると
とから、物品の国境を越えた取引については税闘が国境税調整を行うことが想定され、特別のガイドラインは
不要である。
37)これらについては、原産地主義を採用するか仕向地主義を採用するかを論ずるまでもないからである。
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顧客が事業者である取引 (B2B)には、リパースチャージを採用するとともに、本国以外に固定的
施設を有する事業者(多国籍企業)については、特別の配慮としてのリチャージシステムの適用が
勧告されている。
さらに、 2014年12月には、顧客が消費者である取引 (B2C)のガイドライン案が公表されている。
B2Cにも仕向地主義を適用するとともに、リパ}スチヤ}ジではなく通常の課税方式を採用し、供
給者が顧客の所在地図で登録して申告と納税を行う制度を勧告している。この場合、顧客の所在地
図がどこかについての判定基準が必要となる。なお、二重課税や二重非課税の防止のために、情報
交換による執行協力の重要性が指摘されている。
最終的には20日年11月にパリで開催されたVATに関する OECDグローパルフォーラムにおい
て、 B2Bのガイドラインと B2Cのガイドラインを合体した確定版が公表されている。
なお、このガイドラインは、本稿の末尾に参考として掲げている。
ガイドラインのなかで、中心となるのはガイドライン3.1であり、仕向地主義の採用を定めたもの
であるが、これは次の通りである38)。
r3.1 消費課税において、国際的に取引されるサービスおよび無形資産は、消費が行われる課
税法域 (jurisdictionof consumption)のル}ルに従って課税されるべきである。」
(2)顧客が事業者の場合の顧客の所在地
顧客が事業者の場合については、下記のとおりガイドライン3.2から3.4が規定する。
r3.2 ガイドライン3.1の適用において、事業者間の供給については、顧客が所在する (cus-
tomer is located)課税法域が、国際的に取引されるサーピスと無形資産に対する課税権 (tax-
ing rights)を有する。
3.3 ガイドライン3.2の適用において、顧客の特定 Gdentificationof customer)は、原則と
して、ビジネスアグリーメント (businessagreement)を参考として決定される。
3.4 ガイドライン3.2の適用において、顧客が複数の課税法域に施設 (establishment)を有し
ている場合には、課税権は当該サービスまたは無形資産を使用する施設が所在している課税法域
にあるものとする。」
本稿との関係では、ガイドライン3.4が重要である。
ガイドラインのコメンタリーは、 C.3 (複数回に施設を有する法人((複数回所在事業体
(multiple location entity : MLE )に対するサーピスまたは無形資産の供給)において、以下のよう
な説明を行っている。
コメンタリー3.19
「供給が、複数の国に施設を有する法人 (LME)に対して行われる場合には、このLMEが
施設を有しているいずれの国が、当該LMEが取得したサーピスまたは無形資産に対する
課税権を有しているかを決定するための分析が必要となる。」
コメンタリー3.20
「こうした場合、こうしたサーピスまたは無形資産を使用している顧客の施設が所在する
固に課税権があることを明確にするようなアプローチを適用することが望ましい。」
38)なお、本稿のガイドラインおよびコメンタリーの訳は、筆者の仮訳である。
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コメンタリ ~3.21
「サービスまたは無形資産の使用とは、この文脈では、事業者によるその事業活動のための
使用を指す。その使用が事業者の売上げ (output)に直ちに、継続的に、直接に関連してい
るか否か、あるいは、事業者の活動全体に関連しているか否かは無関係である。」
コメンタリー3.22
「顧客のいずれの施設がサーピスまたは無形資産を使用しているとみなすか、その施設が
どとに所在しているかを特定するために、各国が現在抹用している方法には様々なものが
ある。
これらの方法を大きく区分すると次の通りであるO
一 直接使用 (directuse)アプローチ:これは、サービスまたは無形資産を直接的に使用し
ている施設に着目した方式である。
一 直接引渡 (directdelivery)アプローチ:これは、サービスまたは無形資産の引渡しが行
われた施設に着目した方式である。
ー リチャージ方式 (rechargemethod) :これは、法人税、会計その他の規制措置との整合
性を持った MLE内部のリチャージ取極めを基礎として、当該サービスまたは無形資産を
使用する施設に着目する方式である。」
コメンタリー3.23
「上記のいずれのアプローチも、当該サービスまたは無形資産を使用していると見なされ
る当該顧客の施設が所在する固に、 MLEに対するサービスまたは無形資産の供給を対象
とした課税が生ずることを確保しようとするものである。いずれのアプローチも、一定の
状況のもとでメリットを有している。これらアプローチの背後にある原則は、事業者(供
給者と顧客)と税務当局との間の利害の健全なバランスを達成することである。J
(3 )顧客が消費者の場合の顧客の所在地
顧客が消費者の場合については、以下のとおり、ガイドライン3.5と3.6が規定している。
i3.5 ガイドライン3.1の適用にあたり、供給が物理的に実行される課税法域がサービスおよ
び無形資産の事業者消費者間の供給に対して課税権を有する。
-事前に特定された場所で物理的に実行されること
-物理的に実行されるのと同ーの時刻および同ーの場所において、消費されるのが通常で
あること
-当該供給を行う者と当該サービスまたは無形資産を消費する者の物理的存在が、当該
サービスまたは無形資産の供給が物理的に実行されるのと同一の時刻および同一の場所
において必要とされるのが通常であること
3.6 ガイドライン3.6の適用にあたり、ガイドライン3.5で定める以外のサービスおよび
無形資産の供給については、顧客が常用の居所 (usualresidence)を有する課税法域が課税
権を有する。」
(4)小括
OECDのガイドラインは、サービスや無形資産の国境を超えた取引について、消費の行われた場
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所を課税の場所とする仕向地主義を採用している。さらに、日2B取引では、リパ}スチャージを採
用するとともに、事業者の所在地についてはサービスを使用した施設の場所を用いるよう勧告し、
かっ、施設の場所の特定にあたっては事業者間のビジネスアグリーメントの利用が望ましいとして
いる。
B2C取引については、供給者が納税義務者となるとともに、顧客の所在地で納税することが求め
られているほか、顧客の所在地については消費者の通常の居所を用いることが提案されている。
5恥論点の分析と検討
(1)問題の背景
(1)ー l 国際的なサーピス取引に対する従来の対応
消費税や付加価値税 (VAT)を含む「消費に対する一般間接税」は、原則として、基本的に圏内
の消費(または、使用)を課税対象とするものである。ただし、現実には、消費そのものを課税対
象とすることが出来ないので、供給者が顧客に対して行う物品またはサービスの供給を課税対象と
しているO 供給者と顧客の双方が同一国内に所在していることが前提である。国内取引が課税対象
とされるが、物品については、国境を越えて取引される場合であっても、税関による国境での課税
調整(具体的には、輸出免税と輸入課税)が行われることで圏内取引を課税対象とする仕組みが事
実上維持されていた。
これに対して、サービスや無形資産(以下、適宜、双方を含めて「サービスJと称する。)の供給
については、それが国境を越えて行われても、税関の監視対象とはならないととから、物品のよう
な国境での税調整は不可能であるO すなわち、こうした取引は、事実上、無視されていたのである。
ただし、国際取引において物品の輸出入が圧倒的に大きなウェートを占めている時代においては、
サービスの国際取引は例外的な事象に留まっており、全体として、事業者間の経済競争に重大な歪
みを生じさせるもので、は無かったと推測される。さらに、国境を越えるサービスの取引であっても、
それが事業者間の取引であれば、付加価値税の仕組みにより税の取戻し効果が発生し、取引の継続
のなかで査みが自動的に是正されるということも重要である39)。
しかしながら、 1990年代の後半からインターネットが発展し、消費者を対象とするサービスが国
境を超えて頻繁に行われるようになったことから、従来のように、サーピスにかかる国際取引を無
視することが困難となった40)。
こうした新たな状況への2000年前後の対応については、前述の EUや OECDの動向で述べた通
39)国外からのサーピスの購入は国外取引とされ、税額控除が認められないことから、実質的に、次の段階の取
引を通じて、圏内で購入した場合と同様の結呆となる。ただし、課税売上割合が小さい事業者の場合には、圏
外からの購入が有利となる、という問題が残る。
40)なお、 EU域内では、 1993年に租税国境を廃止されたことから、物品についても、サービスと同様に、国境と
税関がない状態となった。そのため、まずは、物品の取扱いについて新たな工夫が行われた。そうした工夫の
ひとつが事業者間取引における取扱い(輸出国での免税と輸入国での取得課税)であり、それが現在のリパー
スチャー ジに繋がっている。
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りである。ただし、わが国では、その時点で、特段の対応は行われなかった41)。
しかし、近年に至り、国外からの電子書籍などがインターネットを経由して囲内の消費者に供給
され、このことが、国内からの供給者との間で、経済競争に歪みを生じさせることが表面化したこ
とから、制度の改正が必要となったものである42)。
なお、 EUにおいても、 20日年より、 EU域内での電子的供給サービスの供給について、これまで
の原産地主義を仕向地原則に改めるための改正が行われている43)。
さらに、 OECDにおいても、国際的なサービス取引に対する VATの課税が世界的な規模で重要
課題となり、前述の通り、 2014年から2015年にかけて新たなガイドラインが公表されるに至ってい
るo
(1) -2 インターネット時代への対応
国際的なインターネットによる取引の増大という新たな事態に対する対応策としては、 OECDの
ように、サービスや無形資産に係る取引のすべてを対象として、新たな課税方式を導入することが
考えられる。これは、国境と税関の監視のない取引のすべてに共通するものとして、新たなルール
を導入しようとするものであり、抜本的な改正となる。これに対して、とりあえず、電子的供給サー
ピスに限定して制度を改正するという対応策も考えられる。
わが国の対応は後者であって、インターネットを用いるような一定の取引に限定して改正を行う
ものである。すなわち、「電気通信利用役務の提供」という用語を定義し、この範囲内に限定して新
たな取扱いを適用することとしている。したがって、国境を超えるサービスであっても、この定義
からはずれるものは、従来通りの取扱いとされ、国外の事業者と圏内の事業者との聞の経済競争上
の歪みは依然として残ることとなる。
(1)ー 3 わが国の対応の特徴と問題点
わが国の新たな制度の概要は前述の通りであるが、 EUやOECDと比較すると、わが国の制度の
特異性が明らかとなる。
一つには、顧客を消費者と事業者に区分することが困難なため、「電気通信利用役務の提供」を事
業者向けのサービスと消費者向けのサービスに区分し、前者についてはリパースチャージ(供給者
ではなく、顧客が納税する)とし、後者については、通常の課税方式(すなわち、供給者が顧客か
ら税を受け取り納税する)を適用するとしたことである。したがって、制度が必要以上に複雑化す
る可能性がある。
二つには、電子的供給サービスの定義において、所得課税における居住性の原則を利用したこと
41)わが国では、言葉の壁もあり、消費者が海外からサービスを直接購入というケースは少なかったのではない
かと推測される。
42) 2013年ころに、海外の事業者(アマゾンなど)と圏内の事業者(楽天など)との聞で電子書籍の販売をめぐ
る競争条件に差があり不公平であるとの批判が強まった。
43) EUでは、 2003年ころから、電子的供給サーピスを EU域外の配信業者から EU域内の消費者が購入する場合
には、実質的使用および享受の原則を適用し、仕向地主義(すなわち、 EU域内で、消費があったものとみなす)
が適用されていた。さらに、 20日年には、 EU域内取引においても、仕向地主義か採用されることとなった。た
だし、事業者の負担の軽減のために、ワンストップショップの制度が試行的に導入されている。
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である。
以下では、この居住性の原則の採用の合意と問題点を中心に検討する。
(2)仕向地原則とリパ}スチャージの導入
(2) -1 電子的供給サービスに対する課税の仕組みの概要
電子的供給サ}ピスに対して仕向地原則とリパ}スチャージが適用される場合の一般的なイメー
ジを図解で示すと、図表4と図表5の通りである。仕向地原則とは、顧客の所在地が消費(使用)
の場所とされることを意味する。そして、顧客が消費者の場合には通常の課税方式、課税事業者の
場合に、リパースチャージが適用される。
図表4
通常の課税方式
閣外 1 国内
|国庫 | 
電子サトピえ
ぺ ~I 顧客 | 
本体対価+VAT
図表5
リパ}スチャージ
国外 a 圏内
i 納税小
|!?-111 供給者 間山一・|顧客 | 
本体対価
|国庫 | 
原則として、通常の課税方式は顧客が消費者の場合に適用され、リパースチャージ方式は、顧客
が課税事業者の場合に適用される。これは、顧客が消費者の場合には顧客に納税を求めることが現
実的でないこと、顧客が課税事業者の場合には顧客に納税を求めることに合理性があると考えられ
たことによる。
なお、顧客が課税事業者であるか否かは、顧客がVAT番号を有しているか否かにより判断する
のが一般的である。 VAT番号は、インボイス制度に関連して導入されているものである。
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(2) -2 わが国における顧客の区分の困難性
わが国では、 2015年の時点ではいまだインボイス制度が導入されていなかったことから、インボ
イス番号の有無により顧客を事業者と消費者に区分することが困難で、あった。そこで、前述の通り、
取引の特徴により消費者向けのサービスであるかそれとも事業者向けのサーピスであるかを区分す
ることとしている。
したがって、顧客が課税事業者であっても通常の課税方式が適用される場合がありうるし、可能
性は低いと思われるが、顧客が消費者であっても、リパースチャージが適用されることがありうる。
前者の場合には、税額控除の可否が問題となる。この点についての担当者の説明は前述の通りで
ある。要するに、納付があったことが明白な場合を除き44)、税額控除は認められない。このことは、
わが闘が帳簿方式を採用していることを前提とすると、例外的な取扱いと言えよう。なぜなら、帳
簿方式は、ある取引が行われた場合に、供給者の納税の有無を間わず、顧客に税額控除を認めてい
るからである。
圏内法のイメージを図解すると、図表6および図表7の通りである。
図表6
消費者向け電気通信利用役務の提供の場合
ヲ|国庫 i 
j税額控除(事業者の場合)
v 
サービス ?????
図表7
事業者向け電気通信利用役務の提供の場合
外国法人
非居住者
l国庫 l 
納税 /ト :税額控除(事業者の場合)
i V 
サービス
ム|内国法人
く |居住者対価 | 
(3 )居住性の原則を持ち込むことの意味と問題点
44)供給者との聞で一定の手続きを取った場合に限り、税額控除が認められることになっている。
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(3) -1 居住性の原則の導入
前述したように、今回の税制改正において、供給者や顧客の所在地の特定のために居住性の原則
が利用されている。本稿では、こうした居住性の原則の利用の問題点について検討する。
居住性の概念は、供給者と顧客の双方に導入されている。
まず、供給者は「国外事業者」であるが、国外事業者とは外国法人と非居住者とされている。こ
こで、再度、「圏外事業者」の定義を掲げると次の通り。
「所得税法第2条第1項第5号に規定する非居住者である個人事業者及び、法人税法第2条第
4号に規定する外国法人をいう。」
また、顧客については、内国法人および居住者を指すものとされている。すなわち、内外判定に
係る規定において、電気通信利用役務の提供である場合には、次の場所が圏内である場合に圏内取
引と判定することとされている。
「当該電子通信利用役務の提供を受ける者の住所若しくは居所(現在まで引き続いて 1年以上居
住する場所をいう。)又は本庖若しくは主体たる事務所の所在地J
したがって、以上の仕組みを単純化して示すと、特例制度が適用されるのは図表8のケースとな
る。
供給者
「一一一
外国法人
非居住者
図表8
電子サーピF
顧客
内国法人
居住者
しかしながら、本来、今回の改正が新たな制度の対象としようとしたのは図表9のようなケース
ではないかと考えられる。すなわち、この場合において、供給者や顧客の居住性(外国法人や非居
住者に該当するか、それとも、内国法人や居住者に該当するか)は本来は無関係であり、あくまで
も、国外に所在する者あるいは圏外の施設からサービスが発信され、園内に所在する者あるいは圏
内の施設が当該サーピスを受け取った場合を対象としようとしたものと考えられる。
図表9
圏外 1 国内
l供給者 l宇??判顧客 l 
外国法人や非居住者が実際に圏外からサーピスを発信し、内国法人や居住者が実際に圏内でサー
ビスを受信するのであれば、圏外の供給者から圏内の顧客へのサーピスの供給となり、狙い通りの
結果となる。しかしながら、法人あるいは個人を居住性の原則でとらえると、こうした結果が得ら
れる保障はない。その活動は、居住地とされる国を越えて行われるからである。
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換言すると、わが国の居住性の原則を利用した制度では、消費課税において必要とされる実際ベー
スでの囲内と国外の区分が不明確となる。すなわち、居住性の原則を持ち込むことは、本来、圏内
の消費に課税しようとする制度であるにもかかわらず、国内か否かとは直接には関係のない仕組み
となる可能性がある。
(3) -2 従来の制度との比較
ことで、消費税法の従来の制度と今回の改正で導入された制度との整合性について検討してみた
lハ。
従来の制度では(なお、従来の制度は、電子的供給サーピスの定義に該当しないサ}ピスについ
て、改正後も適用となる)、納税義務者は「事業者」とされ、その事業者が内国法人であるか外国法
人であるか、あるいは居住者であるか非居住者であるかを問わないものとされている45)。このこと
は、非居住者や外国法人が圏内支店を有して事業活動を行っていたとしても、事業者として納税義
務者となることを意味すると解される。ところで、消費税法には、法人税法の恒久的施設 (PE)に
対応する概念が存在しない。これは、消費税の場合には、納税者の属性に着目する人税ではなく、
取引そのものに着目した物税であることによるものと考えられる46)。なお、消費税法には、免税事
業者や基準期間の制度があり、外国を本拠とする事業者が囲内で一時的な活動を行ったとしても、
それを無視しでも事実上問題がないこと、そして、外国を本拠とする事業者が国内に支庖を設けて
長期的に活動する場合には、圏内を本拠とする事業者と同様に申告・納税が行われ、問題は生じて
いなかったのではないか、と推測される。
ところが、今回の電子的供給サーピスの場合には、サーピスの提供者および顧客の双方について、
その居住性に基づいて課税の有無が判定されることになっている。したがって、従来の制度と今回
の新たな制度との間で整合性を確保できるのか疑問が残る。
(3) -3 消費課税と居住性の原則との関係
ここでは、消費課税に、所得課税で用いられている居住性の原則を持ち込むことの含意について
議論してみたい。
そもそも、所得課税における居住性の原理とは如何なるものであろうか。これは、所得課税にお
ける国際課税の仕組みに関係した原則である。所得課税は、国際課税で成立している基本ルールと
いう側面からみると、居住性の原則と源泉性の原則から成り立っており、居住性の原則に基づき活
動の本拠が所在するとされる国を居住地国として、内国法人(居住者)の全世界所得を諜税対象と
することが認められる。また、源泉性の原則により、外国法人(非居住者)で、あっても、国内源泉
であれば課税することが認められる。ここで、重要な役割を果たしているのが相手国(源泉地国)
での恒久的施設 (PE)の存在の有無である。 PEがあれば、居住地図以外でも課税できるとされる。
所得課税は、いわば、居住性の原則と源泉性の原則二元主義を取ることで課税権を各国間で配分す
るという国際的な共通ルールが成立している。このことは、 OECDのモデル条約でもみられる通り
45)消費税法は事業者を「個人事業者と法人Jと定義していることから(法2条1項4号)、事業者には非賠住者
や外国法人が含まれ、消費税の納税義務を負うことになる(法5条1項)。
46)消費税は「取引の場所Jが「課税の場所Jとなり、当該取引を行った者が納税義務者となる。したがって、
取引を行った者の居住性は関われない。
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であり、わが国の所得税法や法人税法も基本的にはこの立場を取っていると考えられる。
これに対して、消費課税の場合には、少くとも2015年までは、国際的な課税ルールはソフトロー
としても確立されておらず、また、ハードロ}としての条約も存在していない的。ただし、圏内の
消費を課税対象とするという共通的な理解が事実上存在していたと推測することは可能であろう。
すなわち、圏内消費を課税対象とした一元主義であり、それぞれの国は、サ}ピスの消費(使用)
の場所が圏内であるか否か(それが、いずれの固にあるか)で課税の可否を決定しているものと解
される48)。そして、サービスの供給者と顧客が内国法人であるか外国法人であるか、あるいは、居
住者であるか非居住者であるか、という点は、基本的に無関係である。そのサーピスを発信し、ま
たはサーピスを受け取る施設(固定的施設)が圏内に所在するか否かだけが関われる。個人につい
ても、圏内でサーピスを事受したか否かが問われるのである。
(4) 所得課税と消費課税との比較
ここで、本稿との関連で、所得課税と消費課税とを比較して、若干の議論を行ってみたい。
所得課税としての所得税や法人税といった直接税では、企業が国際的に活動している場合、居住
性と源泉性の二つの原則に基づいて個人や法人に対する課税権が定められている。すなわち、居住
地とされる国では、居住者(または、内国法人)として、その全ての所得が課税対象とされる。居
住地以外の国では、非居住者(または、外国法人)として、源泉地図で発生した所得のみが課税対
象とされる。例えば、事業所得の場合には、非居住者とされる固においては、恒久的施設 (PE)を
設けて、それに帰属する所得のみが課税されるものとされている。したがって、所得課税の分野で
は、二元主義に基づいて、国際的な所得の配分が行われていると言える49)。
これに対して、消費課税としての消費税(付加価値税)の場合には、消費または使用の場所が所
在する国に課税権があるものとされる50)。すなわち、圏内か否かという一元主義に基づいて課税権
が国際的に配分されている。基本的には物理的あるいは物質的な活動の有無が判断基準となる。物
品あるいはサーピスの使用や消費といった物理的な事実関係を把握することがポイントであって、
それ以上の所得課税におけるような観念的な考慮は不要である。さらに雷えば、事業者間取引への
課税は付加価値税の全体の仕組みなかでは途中経過的で一時的な課税にすぎず、インボイス等を通
じて納税と税額控除との整合性が確保できれば足りると言える。
このように、所得課税と消費課税とでは、課税の考え方が大きく異なっている。したがって、所
得課税における居住性の原則をそのままで消費課税に持ち込むことには疑問がある。
また、所得課税における直接税と消費課税における間接税とでは、納税者に対する考え方と仕組
47)なお、 OECDが2015年にサービスと無形資産の国際取引に関するガイドラインを公表したことは前述のとお
りである。今後、ガイドラインとそのコメンタリーが消費課税の分野でのソフトローとしての役割を果すこと
が期待される。
48)したがって、各国がそれぞれ圏内消費への課税という原則を守る限り、二重課税は発生せず、国際的な課税
問題は生じない。
49)このことは、 OECDモデル条約やわが国の圏内法からも明白である。
50)従来は必ずしも明確な国際的コンセンサスがあったわけではないが、2015年のOECDのガイドラインにより、
消費地国が課税権を有することが明確にされている。したがって、これを国際的な共通ルールと考えてもよい
であろう。
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みが大きく異なっている。前者の場合には、税の負強者である納税者の課税所得を正しく算出する
のが目的であるが、後者では、納税者は実質的には消費者から税を受け取って国庫に納付する徴収
代理人で、あって、事務負担はするものの、税負担は予定されていない。したがって、こうした相違
点に十分に留意することが必要である。
(5 )固定的施設の概念
前述のとおり、 EUのVAT指令や OECDのガイドラインでは、供給者や顧客の所在地の特定に
おいて、その設立の場所に加えて、固定的施設 (fixedestablishment : FE)の場所が用いられてい
る。設立の場所は、多くの場合、本応等の所在地となることから、わが国の居住性の原則で判定さ
れる場所と合致する。ところが、同定的施設の場所について、わが国の制度には明確な言及がない。
なお、消費課税と所得課税との比較からすると、所得課税における源泉性の原則のほうが消費課
税の「消費の場所 (1取引の場所」あるいは「課税の場所」でもある)Jの概念との類似性が高いと
考えられる。居住性の原則を用いると、固定的施設に類似した概念である所得課税の恒久的施設の
概念は出てくる余地はない51)。恒久的施設の概念は源泉性の原則に付随したものであり、消費課税
における「消費の場所」が囲内か国外かの議論に類似した面を有すると考えられる。
それでは、固定的施設(あるいは「施設J)とは何であろうか。固定的施設の概念を考えるに当っ
ては、前述の EUの制度や OECDのガイドラインが参考となるO そこでは、複数の国に事業の場所
(固定的施設)を有する納税者たる事業者の場合には、実際の使用があった固定的施設の所在地を
もって課税の場所とするとされている。さらに、事業者が複数の固定的施設(事業の場所)を有す
る場合に、いずれの施設が使用しているのか不明確という場合がありうるが、この場合には、 2015
年に公表された OECDガイドラインがビジネスアグリーメントによる解決を提案し、さらに、その
コメンタリーがリチャージ方式を提案しており、この問題を考えるうえで参考となる。
わが国が2015年に導入した仕組みによると、事業者の本社等(個人の場合は住所等)の所在地が
そのまま「消費の場所」となるが、その妥当性については、これまでも述べたとおり、消費税の仕
組みの観点からみて疑問があるO なぜなら、こうした居住性の原則による判定は観念的なものであ
り、実際の取引と合致しない可能性があるからである。消費課税において重要なのは、あくまでも、
国境を越える取引(クロスボーダー取引)を実際に即して課税することだからである回。
51)付加価値税における固定的施設と所得課税における恒久的施設の関係であるが、多くの場合、重複する。た
だし、後者が源泉地での所得の算出のための概念であるのに対して、前者は物理的なサービスの発信または受
信が可能な施設を指すことから、両者は違うものである。なお、具体的な相違点等については、本稿では取り
上げないこととする。
52)囲内取引は通常の課税取引となるが、一部は輸出として扱われる。国外取引は課税対象外となる。クロスボー
ダー取引のうち物品の取引は、税関による監視の対象となり、輸出免税や輸入課税の対象となる。クロスボー
ダー取引のうちサーピスや無形資産の取引、本稿で論じたとおり、様々な場合に区分して、それぞれの取扱い
が決まることになる。
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(6)比較検討
(6) ー 1 概説
ここでは、いくつかの取引パターンを想定し、改正前の制度、改正後の制度、および固定的施設
の概念を導入した場合の取扱いについて、思考実験として比較検討を行うこととしたい53)。
なお、以下の比較において、「改正前」とは、従来の原産地主義による取扱いを指すものとする。
「改正後Jとは、仕向地主義による取扱いのうち居住性の原則を用いたものを指すものとする。す
なわち、改正後のわが国の制度に基づいた取扱いである。またo fFE法jとは、仕向地主義による
取扱いのうち居住性の原則ではなく、固定的な施設 (FE)の概念を用いたものを指すものとする。
すなわち、 FE法とは、供給者または顧客が事業者の場合において、固定的施設を本屈とは独立して
取引の場所(消費や使用の場所あるいは、課税の場所)として存在することを認める方式のことで
ある。また、消費者の場合には、居住性に基づいて観念的に判定するのではなく、実際の消費の場
所に基づいて判定する方式を指すものとする。なお、これらは EUでの取扱いや OECDのガイド
ラインに沿ったものである。
以下、具体的には、取引を事業者間取引 (B2B)と対消費者取引 (B2C)に区分して検討する。な
お、ここで事業者間取引 (B2B)というのは、わが国の制度の「事業者向け電気通信利用役務の提
供」を指す。したがって、例外的に、B2Cの取引が含まれる可能性がある。また、対消費者取引(B2C)
というのは、わが国の制度の「消費者向け電気通信利用役務の提供」を指す。したがって、例外的
に、 B2Bの取引が含まれる可能性がある。以下の比較検討では、こうした例外的なケースについて
は、重要性が小さいことから除外することとする。
さらに、事業者については、法人のみならず個人事業者も含まれるが、以下の検討では、事業者
は法人のみを供給者または顧客として掲げる。そのうえで、法人を内国法人および外国法人に区分
してパタ}ンを設ることとする54)。
検討のポイントは、以下の諸点である。
ー その取ヲ|は、圏内取引とされるのか、国外取引とされるのか、それとも、国境を越える取引と
されるのか(国境を越える場合に、原産地主義か仕向地主義かが問題となる)
一 国境を越える取引の場合に、消費の場所は、供給者の所在地(原産地主義)か、それとも、顧
客の所在地(仕向地主義)か
一 事業者が本庖とは異なる固に所在する固定的施設としての支庖を有し、実際上、その支庖がサー
ピスの供給を行っている、あるいは、サーピスの使用(消費)をしているという場合をどう扱う
のか
一 通常の課税方式(供給者が納税義務者)が適用されるのか、それとも、リパ}スチャージ方式
(顧客が納税義務者)が適用されるのか
53)あくまでも典型的と考えるパターンを取り上げたものであり、網羅的なものではない。
54)個人事業者の場合には、居住者と非居住者に区分されるが、取扱いはそれぞれ、内国法人と外国法人に準じ
たものとなる。
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(6) -2 顧客が事業者 (B2B)の場合
まず、顧客が事業者の場合の取扱いについて検討する55)。ここでは、供給者と顧客のいずれもが
法人であると仮定する。内国法人とは、日本の国内に本庖等を有する法人であり、外国法人とは内
国法人以外の法人のことである。なお、改正法では、外同法人は圏外事業者の一部として定義され
ている。また、支庖とあるのは固定的施設としての機能を備えた施設を指すものとする。
図表10
外国事業者(本府)が内国法人にサーピスを供給
第一パターン 電子サービス"'*"'~~+- 1 /T"'¥....，/r-rt:: 
I ~oortÁO)*;;S ~み|内国法人の本庖 | 外国法人の本庖 にプ E 
一 一ン 、|内国法人の外国支庖 l
第一パターンは、外国法人の本庖(国外が所在地となる)が内国法人の本庖(圏内が所在地とな
る)に電子サ}ピスを供給するというものであり、第エパタ}ンは、外国法人の本庖が内閣法人の
外国支唐(圏外が所在地となる。ただし、必ずしも供給者たる外国法人の所在地国である必要はな
い。)に電子サービスを供給するというケースである。
改正前:第一、第二パターンともに原産地主義が適用され、供給者は国外に所在することから、
取引の場所は圏外となり、わが国では課税対象外となる。
改正後:仕向地主義が適用され、第一パターンと第二パターンのいずれにおいても、居住地原則
に基づき取引の場所は園内となり、課税対象となる。なお、リパースチャージが適用され、内国法
人の本庖および外国支庖が納税義務者となる56)。
FE法:仕向地主義が適用され、第一パターンでは、取引の場所が圏内となるとともに、リパース
チヤ}ジにより内国法人本唐が納税義務者となる。第二パターンでは、取引の場所は内国法人の外
国支庖が所在する外国となり、わが国からみると圏外取引として課税対象外となる問。
図表1
外国法人(圏内支庖)が内国法人にサーピスを供給
第三パターン 電子サービス‘r+rr-;t ，~+ I n-. -，Ir-tt: ~OOrt~ÀO) ~ *X;S -J Y L.. /' I内国法人の本眉 | 
外国法人の日本支庖に二
第四パターン ~叶内国法人の外国支眉|
55)わが国のいわゆる「事業者向け電気通信利用役務の提供」のケースである。なお、 (6)比較検討では「電気
通信利用役務の提供」や「電子的供給サーピス」に替えて「電子サーピス」と表記する。
56)内国法人の外国支庖の所在地国がFE法を採用している場合には、一種の国際的な二重課税となる。ただし、
二重課税となっても、納税額と同額またはほぼ同額の税額控除が認められる可能性があり、必ずしも全体とし
ての税負担は増加しない。
57)ただし、当該外国で課税対象とされる可能性が高い。
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第三パターンは、外国法人の日本支唐(国内が所在地となる)が内国法人の本庖(圏内が所在地
となる)に電子サービスを供給するというものであり、第四パターンは、外国法人の日本文庖が内
国法人の外国支庖(圏外が所在地となる。ただし、必ずしも供給者たる外国法人の所在地図である
必要はない。)に電子サーピスを供給するというケ}スである。
改正前:第三パターンは、圏内取引として課税対象となる。第四パターンは、原産地主義が適用
されて課税対象となるが、輸出免税が適用される。
改正後:第三および第四パターンは、いずれも仕向地主義が適用され、取引の場所は国内である
として課税対象となる。なお、リパースチャージが適用される。
FE法:第三パターンは、圏内取引として課税対象となる。第四パターンは、仕向地主義が適用さ
れ、課税対象外となる。
図表12
内国法人が内国法人にサービスを供給
電子サ}ピス /J，.， /'f"'¥ ...t-tï-i=t~/+ ， /f"'¥.-4-rt:: 
l 』 J l他の内国法人の本庖 ! 
~I 他の内国法人の外国支庖|
第五パターンは、内国法人本庖(圏内が所在地となる)が他の内国法人の本庖(圏内が所在地と
なる)に電子サーピスを供給するというものであり、第六パターンは、内国法人本庖が他の内国法
人の外国支脂(国外が所在地となる。)に電子サ}ピスを供給するというケ}スである。
第ヨ王パター ン
第六パターン
改正前:第五パターンは、圏内取引として課税対象となる。第六パターンは、原産地主義が適用
され課税対象となるが、輸出免税が適用される。
改正後:第五パターンと第六パターンは、いずれも囲内取引とされ、通常課税の対象とされる。
FE法:第五パターンは圏内取引として課税対象とされる。第六パターンは、仕向地主義が適用
され、課税対象外となる。
図表13
内国法人の外国支庖が他の内国法人にサービスを供給
電子サービス__I I，J.. /T"'¥.1'4-ti-i=t，"J.J- I /'r'oo......J..-n= 戸'/よぷみ|他の内国法人の本居 | 
¥当|他の内国法人の外国支庖|
第七パターンは、内国法人の外国支庖(圏外が所在地となる)が他の内国法人の本庖(圏内が所
在地となる)に電子サービスを供給するというものであり、第八パターンは、内国法人の外国支庖
が他の内国法人の外国支庖(国外が所在地となる。)に電子サーピスを供給するというケースである。
第七パターン
|内国法人の外国支居
第八パターン
改正前:いずれも原産地主義が適用され、課税対象外となる。
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改正後:いずれも国内取引とされ、通常課税の対象となるO
FE法:第七パターンは、仕向地主義が適用され、課税対象となる。リパースチャージが適用され
る。第八パターンは、国外取引として課税対象外となる。
(6) -3 顧客が消費者の取引 (B2C)の場合
ここでは、顧客が消費者の取引 (B2C)58)のうち、典型例と思われるものをパターン化して説明す
るO なお、顧客は個人であることを前提とする59)。
図表14
外国法人の本庖が居住者にサーピスを供給
第一ノ〈ターン 電子サービス | み|圏内滞在の居住者
|外国法人の本庖
第二パターン \~r 国外滞在の居住者
第一パターンは、外国法人の本庖(国外が所在地となる)が圏内に滞在する居住者に電子的供給
サ}ピスを供給するというケースであり、第二パターンは、外国法人の本店が国外に滞在する居住
I者に電子的供給サービスを供給するというケースであるO
なお、第一パターンおよび第二パターンでは外国法人の本庖を供給者としているが、これを内国
法人の外国支庖としても同様の結果となる。
改正前:第一パターン、第二パターンともに、原産地主義が採用され、供給者は国外に所在する
ことから、取引の場所は国外となり、わが国では課税対象外となる。
改正後:仕向地主義が採用され、第一パターンと第二パターンのいずれにおいても、居住性の原
則に基づき取引の場所は国内となることから、課税対象となる60)。
FE法:仕向地主義が採用され、第一パターンでは、取引の場所が国内となることから課税対象とな
る。第ニパターンでは、取引の場所は居住者の所在する外国となり、わが国からは国外取引となり、課
税対象外となる。ただし、顧客たる個人消費者の所在地の判定については、供給者の事務負担を考慮
して、便宜的な手段を用いることが許容され、国内取引として課税対象とされる可能性がある。
図表15
外国法人の日本支屈が居住者にサービスを供給
第三パターン 電子サービス|一 ':..>1園内滞在の居住者
|外国法人の日本支屈に.-"--
第四パターン ¥¥¥も|百台|圏外滞在の居住者
第三パターンは、外国法人の日本支庖(圏内が所在地となる)が圏内に滞在する居住者に電子サー
58)わが国の「消費者向け電気通信利用役務の提供jのケー スである。
59)顧客が法人の場合には、その本庖の所在地で判定されることになる。
60)なお、国外滞在の)首位者は滞在地でも課税され、二重課税となる可能性がある。
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ピスを供給するというものであり、第四パターンは、外国法人の日本支庖が国外に滞在する居住者
に電子サ}ピスを供給するというものである。
なお、第三パターンおよび第四パターンでは外国法人の日本支庖を供給者としているが、これを
内国法人の本庖としても同様の結果となる。
改正前:第三パターンは、圏内取引として課税対象とされる。第四パターンは圏内取引として課
税対象とされるとともに、輸出免税が適用される。
改正後:いずれも、仕向地主義が適用され、居住性の原則により課税の場所は国内とされること
から、課税対象となる。
FE法:第三パターンは圏内取引として課税対象とされる。第四パターンは、仕向地主義が適用
され、顧客は国外で所在することから課税対象外となる。
図表16
外国法人が非居住者にサーピスを供給
第五パターン 電子サ~l:::"ス | 
にご|ーの非居住者
|外国法人の本庖
第六パターン |圏外滞在の非居住者
第五パターンは、外国法人の本庖(圏外が所在地となる)が圏内に滞在する非居住者に電子サー
ピスを供給するというものであり、第六パターンは、外国法人の本庖が国外に滞在する非居住者に
電子サ}ピスを供給するというものである。
なお、第五パターンおよび第六パターンでは外国法人の本庖を供給者としているが、これを内国
法人の外国支庖としても同様の結果となる。
改正前:第五パタ}ンは、原産地主義により課税対象外となる。第六パターンは圏外取引として
課税対象外となる。
改正後:いずれも、仕向地主義が適用され、顧客が非居住者であることから、取引の場所は国外
とされ、課税対象外となる。
FE法:第五パターンは、仕向地主義が適用され、顧客が圏内にいることから課税対象となる。第
六パターンは、国外の供給者と国外の顧客との圏外取引として課税対象外となる。
図表17
外国法人の日本支居が非居住者にサ}ピスを供給
第七パターン 電子サ}ぢ判圏内滞在の非居住者
|外国法人の日本支庖 I~
第川ターン ¥¥市|町在の非居住者
第七パターンは、外国法人の日本支庖(圏内が所在地となる)が圏内に滞在する非居住者に電子
サーピスを供給するというものであり、第八パターンは、外国法人の日本支庖が国外に滞在する非
居住者に電子サービスを供給するというものである。
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なお、第七パターンおよび第八パターンでは外国法人の日本支庖を供給者としているが、これを
内国法人の本庖としても同様の結果となる。
改正前:第七パターンは、圏内取引として課税対象となる。第八パターンは、圏内取引として課
税対象となるが、輸出免税が適用される。
改正後:第七パターンと第八パターンはいずれも、仕向地主義が適用されるが、顧客が非居住者
のため、取引の場所は国外とされるととから、課税対象外となる。
FE法:第七パターンは、国内取引として課税対象となる。第八パターンは、仕向地主義が適用さ
れ、困外滞在のため課税対象外となる。
以上の各種パタ}ンによる分析は必ずしも網羅的ではなくまた厳密なものとも言えないが、全体
としての三つの方式の特徴と問題点は見て取ることができるのではないかと考える。
(6) -4 検討
比較した結果の検討に入るまえに、消費課税における基本的仕組みを確認しておきたい。消費課
税の本質は、国内の消費に対する課税であり、次いで、、付加価値税においては、税の連鎖が基本と
なる。取引が国境を超えて行われる場面ではリパースチャージという手法が用いられるが、それは
あくまでも例外的措置に留まるものである。なぜなら、リバースチャージは税の連鎖の断裂を生じ
させるからであるO さらに、消費課税の場合には、国際的な制度間の整合性の欠知から発生する二
重課税あるいは二重非課税が生じないようにすることが、所得課税の場合以上に重要であるO なぜ
なら、所得課税のような居住性原理と源泉性原理の二元主義ではなく、消費課税が「消費の場所」
による一元主義の税であるからである。
こうした観点から、上記の三つの方式の比較から何が言えるであろうか。
事業者聞の取引 (B2B取引)で改正後の方式が発生させる大きな問題は、実質的に国境を越えてい
ない取引にまで、国境を越えた取引としてリパ}スチャージが適用されることであり、他方で、リパー
スチャージを適用する必要がある取引にリパースチャージが適用きれないことである。
こうした問題が発生する理由は、消費課税の仕組み(圏内課税の原則)と整合性のない居住性の
原則を利用したことにあると考えられる。
また、消費者との取引 (B2C取引)では、本来、国内での消費に対する課税が確保されるべきも
のであるO ところが、改正法では、本来課税されるべき非借住者の国内消費、あるいは、本来課税
されるべきでない国外での消費が課税されることになる。
閣内の消費を課税対象とするという趣旨からは、実際の供給の場所に着目したFE法が優れてい
ると考えられるO さらに、 FE法が国際的に認められた標準的な取扱いで、あるとすると、わが国の
方式は国際的な二重課税や二重非課税の原因となる可能性があることから、今後の見直し向けた検
討が必要となろう。
(7) 居住性原則と税額控除との関連
ここで、居住性原則と税額控除との関係についても簡単に論じておきたい。
リパースチャージの方法で課税となった取引であっても、事業者には税額控除が認められるべき
である。
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しかしながら、内国法人の国外支屈が国外で電子的供給サーピスを購入し、それがリパースチャー
ジにより課税対象となった場合には、当該購入は、国外支庖の活動の一部としての国外での売上に
対応するものとなる可能性が高い。上記の各種パターンでの比較検討では、 B2Bの第二パターンが
これに対応する。
図表18
電子的供給サービス
外国の瓦~-→|内国法人の外
国支居
課税対象
B2Bの第二パターンを再掲したのが図表18であり、外国の供給者と内国法人(外国支庖)との取
引は圏内取引として課税対象となるが61)、内国法人(外国支庖)と外国の顧客との取引は課税対象
外となる62)。したがって、課税対象外の売上に対応した仕入れとなり、仕入税額控除が認められる
か疑問が発生する。
この点について、前述のとおり、税制改正の担当者は、当該内国法人が法30条2項の定める税額
控除の二つの方式のうちの個別対応方式を採用していれば、法30条の文言解釈により税額控除が認
められると説明しているが、やや不自然な感は杏めない63)。こうした不自然さは、内国法人の外国
支庖が顧客となる取引が圏内取引として課税対象となることから生じたものである。内国法人の国
外支庖が顧客となる取引については、国外の固定的施設が行った圏外取引であるとして、この取引
を課税対象外とすれば、こうした不自然さは解消される。これは、居住性の原則の導入がもたらし
た問題点のひとつと考えられる。
(8 )小括
消費課税における場所の原則と居住性の原則との関係について、いくつかの事例パターンを使っ
て、いわば思考実験により、比較検討を行った。
国境を越えた電子的供給サーピスについては、仕向地原則で課税することが国際ルールとなって
いる。すなわち、サ}ピスの顧客の場所で課税するということであり、これは、顧客がそのサービ
スを消費または使用した場所の所在地での課税を意味する。
ところが、わが国の改正法によると、仕向地主義を採用して顧客の所在地で課税することとして
いるものの、顧客の居住地聞での課税としている。すなわち、顧客が個人であれば住所または居所
の所在する園、法人であれば本庖または主たる事務所が所在する固に課税権があるとしている。こ
れは、居住地とされる国でサーピスの供給を受ける場合には、本来の仕向地原則と合致するが、居
住地とされる国以外の国でサーピスを受け取る場合、すなわち、非居住者とされる国でサーピスを
受け取るかまたは国外支庖がサーピスを受け取る場合には、実質的に国外でサーピスを受け取った
61)仕向地原則が適用されるとともに、リパースチャージが適用され、内国法人(外国支庖)が納税義務を負う。
62)通常の課税原則に従い取引の場所の所在地により判定されるが、外国支庖の事業活動であることから、圏外
取引となる可能性が高いと考えられる。
63)他方、一括比例方式を採用すると、税額控除は認められない結果となる。
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にも拘わらず、圏内取引としてわが国で課税されることを意味する。
居住性の原則は所得課税における納税者を区分するための方法であって、その区分は、全世界所
得課税の対象となる者を選別するためのものである。したがって、圏内の消費に課税するという趣
旨の消費課税にとってはやや異質のものと考えられる。消費課税は実際の消費または使用が行われ
た場所を課税の場所とするのが原則である。ただし、消費や使用の場所が特定できない場合におい
て、居住性により消費または使用の場所を決定することがあるにしても、あくまでも例外あるいは
便宜上の措置に留まるべきものである。
いずれにせよ、消費課税にこうした居住性の論理を持ち込むことは、消費税法の既存の各種制度
さらには外国の制度との聞での矛盾や不整合の問題を引き起こす可能性がある。
要約すると、ここでの比較分析の結果は、消費課税(特に、消費税や付加価値税の制度)の趣旨
からみて、本来の課税範聞(すなわち、圏内での消費または使用)と改正法を適用した結果として
現れる課税範囲の聞に不整合が発生し混乱を招く恐れがあることを示唆している。税額控除におい
て生ずる不合理さは、その一例に過ぎない。こうした混乱を回避するためにも、国際的なルールと
言える固定的施設の概念の導入が望ましいと考える。
6 おわりに
20日年の税制改正において電子的供給サービスに限定して仕向地原則とリパースチャージの制度
が導入されている。本稿は、この制度改正に伴い、供給者と顧客の所在地の特定のために居住性の
原則が用いられていることの妥当性について検討を試みたものである。
従来の物品の取引とは異なり、サービスや無形資産の取引の場合には、国境や税闘が機能しない
ことから、圏内の消費を完全に捕捉して課税することは困難である。しかしながら、電子的供給サー
ビスのようなインターネット取引の増大はこの課題を放置できないものとしているO
電子空間に国境を設けることが可能であれば、解決は可能かもしれない。しかしながら、それが
困難であるとすると、国境に依存しない制度が必要となる。今回の改正はそのための一つの試みと
捉えることが出来る。その試みとは、仕向地主義の導入と一定の場合におけるリパースチャージで
ある。
ところが、本稿で論じたようにわが国の今回の改正では居住性の原則が消費の場所の判定のため
に導入されており、このことが消費課税の本質に合致するものか疑問がある。事業者や消費者の本
拠地により圏内か否かの判定基準とすることが圏内取引の判定において妥当な結果を生むとは思わ
れない。なぜなら、所得課税において居住地とされる国(全世界所得課税の権利を有する国)が消
費課税における消費の場所が所在する国に該当するという保証はなく、そのことは海外支庖などの
固定的施設の存在を考えれば明白である。したがって、サービスの供給者や顧客の所在地をその居
住性で判断するのではなく、端的に実際のサーピスの発信地あるいは受信地に着目し、それにより
国内か国外かを判定することとすべきである。その場合には、消費課税の趣旨に適合した固定的施
設の概念を導入することが必要である。
いずれにせよ、電子的供給サービスに係るクロスボーダー取引の取扱いは消費課税における難問
のひとつである64)。電子空間に国境と税関を設けることが現実的でないとすると、当分の聞は国際
的な執行協力の促進などで、現実的な対応を図っていくほかないと思われる。この場合、参考で紹介
する OECDガイドラインが参考となると考える。
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(参考)
rOECD 国際的VAT/GST ガイドライン(lnternationalVAT/GSTGuidelines) 2015 
年1月
基本的な中立性の原則
2.1 付加価値税の負担は、法令に明記された場合を除き、課税事業者 (taxablebusinesses)に課さ
れるべきでない。
2.2 類似の状況で類似の取引を行う事業者は、類似の課税水準(levelof taxation)の対象とされる
べきである。
2.3 VATのルールは、事業者の意思決定に重大な影響を与えることのないように作成されるべき
である。
国際取引での中立性
2.4課税水準に関し、外国事業者(foreignbusinesses)は、納税が必要となる課税法域(jurisdiction) 
の内国事業者 (domesticbusinesses) と比較して、不利にあるいは有利に扱われではならない。
2.5 外国事業者に回復不可能な VATが生ずることを防止するうえで、課税法域は多数のアプロー
チからの選択が可能である。
2.6 外国事業者を対象とした特別の事務負担 (specificadministrative requirements)が必要とさ
れる場合には、それらは事業者に不相当または不適切に大きな負担を与えるものであってはなら
ない。
仕向地主義 (destinationprinciple) 
3.1 消費課税において、国際的に取引されるサービスおよび無形資産は、消費が行われる課税法域
(jurisdiction of consumption)のル}ルに従って課税されるべきである。
事業者聞の供給 (businesses-to-businesses suppl ies)ー主要ルール
3.2 ガイドライン3.1の適用において、事業者聞の供給については、顧客が所在する (customeris 
located)課税法域が国際的に取引されるサーピスと無形資産に対する課税権 (taxingrights)を
有する。
3.3 ガイドライン3.2の適用において、顧客の特定 Gdentificationof customer)は、原則として、
64)テクノロジーの側面から電子商取引の問題を取り上げた最近の著作としては次のものがあり、所得課税およ
ぴ消費謀説の双方の論点について論じられている。
Anne Michele Bardopoulos“eCommerce and the Effects ofTechnology on Taxation -Could V A T bethe 
eTax Solution -" Law， Governance and Technology Series 22 Stringer 2015. 
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ビジネスアグリーメント (businessagreement)を参考として決定される。
3.4 ガイドライン3.2の適用において、顧客が複数の課税法域に施設を有している場合には、課税
権は当該サービスまたは無形資産を使用する施設が所在している課税法域にあるものとする。
事業者消費者聞の供給一原則的ルール
3.5 ガイドライン3.1の適用にあたり、供給が物理的に実行される課税法域がサーピスおよび無形
資産の事業者消費者聞の供給に対して課税権を有する。
-事前に特定された場所で物理的に実行されること
-物理的に実行されるのと同一の時刻および同一の場所において、消費されるのが通常である
こと
-当該供給を行う者と当該サーピスまたは無形資産を消費する者の物理的存在が、当該サーピ
スまたは無形資産の供給が物理的に実行されるのと同一の時刻および同一の場所において必
要とされるのが通常であること
3.6 ガイドライン3.1の適用にあたり、ガイドライン3.5で定める以外のサーピスおよび無形資産
の供給については、顧客が常用の居所 (usua1residence)を有する課税法域が課税権を有する。
事業者事業者間および事業者消費者聞の供給一 特別ルール (specificrules) 
3.7 事業者間での国際的取引として供給されるサービスまたは無形資産に対する課税権は、下記
のごつの条件が充たされる場合には、ガイドライン3.2が定める顧客の所在地以外のプロキシー
(proxy:代理物)に従って配分することができる。
a.顧客の所在地による課税権の配分が、下記の基準によって考察した場合に、適切な結果を導か
ないこと。
中立性 (neutrality)
事務負担および執行の効率性 (e盟ciencyof compliance and administration) 
確実性および簡素さ (certaintyand simplicity) 
有効性 (effectiveness)
公正さ (fairness)
b.同一の基準で考察した場合に、顧客の所在地以外のプロキシーのほうが大幅に良好な結果を導
くこと。
同様に、サービスまたは無形資産が国際的に事業者消費者間で行われる供給に対する課税権は、
上記aおよびbの双方の条件が充足される場合には、ガイドライン3.5で定める実行の場所および
ガイドライン3.6で規定した顧客の常用の居所以外のプロキシーに従って配分することができる。
3.8 不動産に直接関連したサーピスおよび無形資産の国際的な事業者間の供給については、課税
権は当該不動産が所在する課税法域に配分することができる。」
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